
 

  

ジェトロ・アジア経済研究所 

No.246 
米国のヘゲモニーとトランプ関税 
 

早川 和伸、椋 寛 

2025.09.22 

⚫ 米国は、財および諸外国の重要度を経済安全保障の観点から細かく分類し、経済効率性の低

下にも注視しながら、きめ細かい貿易政策を打ち出すことが必要

2025 年に入り、トランプ関税が世界経済を大

混乱に陥れている。その是非について米国内で

も賛否両論あるものの、少なくとも外国では非

難の嵐である（異なった思惑がある国もあるか

もしれないが）。さらに、こうした米国の保護主

義はトランプ政権下における一過性のものでは

なく、構造的要因に基づき、今後も長い間続く

可能性があると捉えられるようになっている

（Baldwin, 2025）。 

米国の立場を理解せずに一方的に批判をして

いても、状況は変えられない。1 世紀近く軍事

的にも経済的にも覇権国の地位にある米国にと

っての関心事項と、その覇権国に軍事的、経済

的に頼っている外国の関心事項は当然異なる。

後者の立場だけをもとに主張しても、米国の行

動を変えることもできない。 

本稿では、米国が唯一の覇権国という地位を

維持するために必要な経済政策を考える。ただ

し、そうした政策は現在のトランプ大統領によ

る政策と必ずしも一致するわけではない。後者

は、国内産業保護、雇用維持、不法移民・違法

薬物取り締まり、さらには個人的な関心など、

その目的は多岐にわたっている。本稿では、仮

に米国が覇権国としての地位の維持を最優先し

たとき、そのために必要な政策を検討する。 

 

最適生産地分布 

各製品の最適な生産地を考える。世界各国の

関税や補助金の存在を所与とすると、経済効率

性で見たとき、そのグローバルに最適な生産地

分布（経済厚生を最大化する分布）は国によっ

て異なる。一方、経済安全保障の観点から考え

たグローバルに最適な生産地分布も、国によっ

て異なるであろう。特に、軍事製品に直接的、

間接的に用いられる製品は、経済効率性が劣っ

ていても、自国、もしくは軍事的同盟国で十分

な生産能力を確保することが望ましい。そうし

た製品には、重要鉱物や半導体等、先端製品の

生産に必要なモノも含まれる。しかし、企業は

経済効率性に基づいて行動するため、実現する

のは経済効率性に基づく生産地分布となる。 

 

覇権挑戦国がいない世界 

軍事的超大国が 1 カ国（元祖覇権国）のとき、

当該超大国以外、他国に対して威圧的行為を行

えない。そのため、実現する生産地分布、すな

わち経済効率性に基づく分布が、仮に経済安全

保障に基づく分布と異なっていても、超大国に

とって脅威はない。この場合、元祖覇権国は特

別なアクションを起こす必要はないであろう。 

 

覇権挑戦国が現れた世界 

覇権挑戦国が現れたとき、経済的効率性に基

づく分布と経済安全保障に基づく分布が異なる

場合、元祖覇権国が危機に陥る可能性がある。

元祖覇権国にとってのそれぞれの分布が例えば

図 1、2 であるとしよう。ここでは国 B を元祖

覇権国、国 D を覇権挑戦国と見なす。輸出規制

等によって国 D から国 B への貿易が遮断され

たり、滞ったりすると、経済安全保障上、重要

な物資が手に入らなくなってしまう。 

このとき、元祖覇権国は、何らかの政策によ

り、経済効率性に基づく分布を、経済安全保障

に基づく分布に近づける誘因が生まれる。その

一つの方法として、元祖覇権国が輸入関税を使

うことが考えられる。例えば、覇権挑戦国 D に
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対して禁止的に高い関税率を設定する一方、同

盟国 C に対する関税率を無税にする。これによ

って、国 D の国 B への販売機会を縮小させ、国

C に市場を提供することで生産拡大を支援する。

その結果、生産地分布は経済安全保障に基づく

最適分布に近づくことになる。また、国 B の高

関税が国 D の当該産業の衰退につながれば、同

盟国の国 D への供給依存が縮小し、安全保障上

のリスクがより少なくなり、国 C の生産拡大も

後押しすることになる。 

 

図 1．経済効率性に基づく最適分布 

 

 

図 2．経済安全保障に基づく最適分布 

 

 

一般に、輸入関税は国内生産補助金よりも経

済にとって有害であることが知られている。前

者は消費者に対して直接的な負担を強いるため

である。したがって、関税政策によらず、国内

生産補助金により、国 D の販売機会を実質的に

縮小させるほうが、経済厚生上は望ましいかも

しれない。この場合、元祖覇権国である当事国

B の生産規模をさらに拡大させることになる。

重要品目の国内生産を促進し覇権を維持する点

では、国内生産補助金も一つの選択肢であろう。 

一方で、輸入関税を使うならば、国 C に市場

アクセスを与える条件として、国 C に国 D と

の貿易に一定の制約を約束させることが考えら

れる。例えば、国 C も国 D に対する関税率を上

げることや、国 D に必要な部材・中間財の輸出

を制限することである。これにより、国 B は覇

権をより維持しやすくなる。第三国、とくに同

盟国の貿易にも制約を課すには、国内補助金で

は不十分であり、関税を使ったアメとムチが有

効な手段となりうる。 

 

政策的含意 

以上のフレームワークから、いくつかの含意

が得られる。第一に、経済効率性に基づく分布

と経済安全保障に基づく分布は、常に不一致な

わけではない。これらの差が小さい財について

は、「WTO を中心としたルールベースの貿易体

制を維持・拡大すべき」という、多くの経済学

者が共有する基本的な立場と矛盾しない。しか

し、どこまでの範囲の財をルールベースで対応

すべきか、明確に決めることは容易ではない。

重要度に段階をつけて分類できると、必要な対

応の見通しを立てることに役立つであろう。輸

出管理制度における分類もこれに近い。 

第二に、経済安全保障の観点から望ましい生

産地の範囲を確定すべきである。覇権国である

米国にとって、日本などの同盟国はこの範囲に

含められるべきである。現在の米国の政策のよ

うに、国内産業保護等を目的に同盟国にまで追

加関税を課すことは、経済効率性・経済安全保

障のどちらの観点からも最適な生産地の分布を

歪めることになる。むしろ国Cに対するように、

同盟国に対しては貿易緩和的な措置を取るべき

である。 

米国の現在の全方位的な関税政策は、米国以

外の生産地は望ましくない、という極端な考え

に基づいて実施されてしまっている。軍事的に

高度に機微な製品は米国内で生産能力を拡大す

べき、という安全保障上のロジックはありうる。

しかし、全ての製品の生産を米国内で拡大する

のは現実的ではなく、経済効率性を大きく損な

うのみならず、同盟国との関係も希薄にしてし

まう。軍事的重要度別に製品を分類し、その程

度に応じて、同盟国、非同盟国に対して、異な

った制限度を持つ貿易政策を導入すべきである。 
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